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一

．は
じ
め
に 

　
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
の
「
コ
ー
ポ

レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
と
Ｃ
Ｓ
Ｒ
（
企
業
の
社

会
的
責
任
）
に
関
す
る
調
査
」
を
見
る
と
、

企
業
は
、
顧
客（
消
費
者
）、
従
業
員
、
株
主
、

取
引
先
銀
行
、
取
引
先
企
業
な
ど
多
様
な
利

害
関
係
者
の
利
害
を
バ
ラ
ン
ス
よ
く
考
慮
し

て
い
る
こ
と
が
分
か
る（
図
１
）（
１
）。 

　
中
で
も
顧
客
と
従
業
員
に
つ
い
て
は
「
今

後
」
も
「
こ
れ
ま
で
」
と
変
わ
ら
ず
重
視
す

る
企
業
が
多
い
。
一
方
、
目
立
っ
て
割
合
が

変
化
し
て
い
る
の
は
「
個
人
投
資
家
」（
一
二
・

九
ポ
イ
ン
ト
増
）、「
機
関
投
資
家
」（
一
〇
・

七
ポ
イ
ン
ト
増
）、「
取
引
先
銀
行
」（
一
〇
・

七
ポ
イ
ン
ト
減
）、「
取
引
先
企
業
」（
七
・
一

ポ
イ
ン
ト
減
）
で
あ
る
。
こ
の
調
査
結
果
か

ら
読
み
取
れ
る
こ
と
は
、
顧
客
や
従
業
員
を

重
視
す
る
日
本
企
業
の
特
色
に
大
き
な
変
化

は
な
い
も
の
の
、
資
金
調
達
先
に
つ
い
て
は

間
接
金
融
か
ら
直
接
金
融
へ
と
軸
足
が
移
り

つ
つ
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
本
稿
は
、

取
引
先
銀
行
の
重
視
度
が
下
が
っ
て
株
主
の

重
視
度
が
な
ぜ
高
ま
っ
た
の
か
を
分
析
す
る
。 

   

二

．株
主
構
成
の
推
移 

　
図
２
．ａ
〜
ｄ
は
、
財
団
法
人
日
本
経
済
研

究
所
「
企
業
財
務
デ
ー
タ
バ
ン
ク
」
か
ら
デ

ー
タ
を
得
て
作
成
し
た
、
株
主
構
成
比
率
の

産
業
別
平
均
を
示
す
グ
ラ
フ
で
あ
る（
２
）。化

学
、
鉄
鋼
、
卸
売
・
小
売
、
電
気
機
械
器
具

の
四
産
業
に
共
通
し
て
観
察
さ
れ
る
保
有
比

率
の
特
徴
は
、
一
九
八
〇
年
か
ら
二
〇
〇
二

年
ま
で
の
間
に
「
金
融
機
関
」
と
「
個
人
そ

の
他
」
の
保
有
比
率
が
大
き
く
変
化
し
て
い

る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
金
融
機
関
持
ち
株

比
率
は
八
〇
年
代
初
め
か
ら
九
〇
年
代
前
半

に
か
け
て
三
〇
％
程
度
か
ら
四
〇
％
程
度
ま

で
上
昇
し
た
後
、
三
〇
％
程
度
へ
再
び
下
落

し
て
い
る
。 

　
一
方
、
個
人
そ
の
他
持
ち
株
比
率
は
八
〇

年
代
初
め
か
ら
九
〇
年
代
初
め
に
か
け
て
四

〇
％
程
度
か
ら
三
〇
％
程
度
へ
下
落
し
、
そ
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図3 直接金融比率 

図4 銀行の持ち合い株保有比率 
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2006

金融市場の動きと制度整備 

国内債への格付け制度の導入 

Basel Capital Accordによる自己 

資本比率規制の提起 

日本のバブル経済崩壊 

Basel Capital Accordによる自己 

資本比率規制の実効化 

「日本版金融ビッグバン」始まる 

三洋證券会社更生法申請、北海道 

拓殖銀行破綻、山一證券自主廃業 

申請 

証券会社が免許制から登録制に 

株式売買委託手数料の完全自由化 

金融庁発足 

株式分割の際の一株当たり純資産 

額５万円以上という規制撤廃 

「株式投資単位の引き下げ促進に 

向けたアクション・プログラム」 

策定 

新会社法施行（予定） 

年度 

株
主
総
数
（
延
べ
人
数
、
万
人
） 

の
後
再
び
四
〇
％
程
度
ま
で
上
昇
し
て
い
る
。

海
外
法
人
等
持
ち
株
比
率
に
つ
い
て
は
化
学

と
電
気
機
械
器
具
の
二
産
業
に
近
年
わ
ず
か

な
上
昇
が
見
ら
れ
る
程
度
で
あ
る
。 

　
金
融
機
関
と
個
人
の
株
式
保
有
比
率
が
変

化
し
た
理
由
と
し
て
次
の
よ
う
な
こ
と
が
考

え
ら
れ
る
。
ま
ず
金
融
機
関
持
ち
株
比
率
の

推
移
に
つ
い
て
は
、
メ
イ
ン
バ
ン
ク
制
度
を

裏
付
け
る
株
式
持
ち
合
い
の
変
容
か
ら
説
明

さ
れ
る
。
金
融
機
関
と
企
業
の
株
式
持
ち
合

い
は
、
株
価
上
昇
が
続
い
た
一
九
八
〇
年
代

終
わ
り
ま
で
進
ん
だ（
以
下
、年
表
参
照
）。

八
八
年
に
提
起
さ
れ
た
Ｂ
Ｉ
Ｓ
規
制（
３
）は
、

株
式
の
含
み
益
の
う
ち
四
五
％
を
自
己
資
本

に
組
み
入
れ
る
こ
と
を
認
め
た
も
の
で
あ
る
。

そ
の
た
め
、
株
価
が
上
昇
し
た
八
〇
年
代
後

半
に
お
い
て
は
持
ち
合
い
株
式
の
含
み
益
が

金
融
機
関
の
自
己
資
本
増
強
に
貢
献
し
た
。

一
方
、
八
七
年
に
国
内
債
の
格
付
け
が
導
入

さ
れ
て
社
債
発
行
の
市
場
環
境
が
整
う
と
、

企
業
は
社
債
を
発
行
し
て
資
金
調
達
先
を
市

場
に
も
求
め
る
よ
う
に
な
っ
た
。 

　
図
３
は
財
団
法
人
日
本
経
済
研
究
所
「
企

業
財
務
デ
ー
タ
バ
ン
ク
」
か
ら
デ
ー
タ
を
得

て
作
成
し
た
直
接
金
融
比
率
の
推
移
を
示
す

グ
ラ
フ
で
あ
る（
４
）。直
接
金
融
比
率
は
長
期

借
入
金
の
総
額
に
対
す
る
社
債
の
総
額
の
割

合
と
定
義
し
て
算
出
し
た
。
グ
ラ
フ
か
ら
八

〇
年
代
後
半
に
直
接
金
融
の
割
合
が
高
ま
っ

た
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
資
本

市
場
拡
大
を
背
景
と
し
て
、
株
式
持
ち
合
い

と
直
接
金
融
へ
の
シ
フ
ト
が
八
〇
年
代
終
わ

り
ま
で
共
存
し
た
。 

　
九
〇
年
に
バ
ブ
ル
経
済
が
崩
壊
し
て
株
式

市
場
が
低
迷
す
る
と
保
有
株
式
の
含
み
益
が

大
き
く
減
少
し
、
持
ち
合
い
株
式
は
金
融
機

関
の
経
営
を
圧
迫
す
る
リ
ス
ク
と
な
っ
た
。

こ
の
リ
ス
ク
は
九
七
年
に
起
き
た
三
洋
證
券
、

山
一
證
券
、
北
海
道
拓
殖
銀
行
の
破
綻
な
ど

に
見
ら
れ
る
金
融
危
機
に
よ
っ
て
顕
在
化
し

た
。
九
七
年
以
降
、
金
融
機
関
は
顕
在
化
し

た
リ
ス
ク
を
解
消
す
べ
く
持
ち
合
い
株
式
を

売
却
し
て
き
た
。
全
国
証
券
取
引
所
の
時
価

総
額
に
対
す
る
銀
行
の
保
有
株
式
時
価
総
額

の
比
率
が
九
六
年
の
七
・
九
％
か
ら
〇
三
年

の
三
・
〇
％
へ
と
減
少
し
た
こ
と
を
示
す
ニ

ッ
セ
イ
基
礎
研
究
所
の
調
査（
図
４
）（
５
）は
、

こ
の
こ
と
を
裏
付
け
る
資
料
で
あ
る
。
他
方
、

債
券
市
場
も
収
縮
し
、
直
接
金
融
比
率
が
伸

び
悩
ん
だ（
６
）。 

　
個
人
投
資
家
の
持
ち
株
比
率
の
推
移
は
、

九
六
年
に
始
ま
っ
た
「
日
本
版
金
融
ビ
ッ
グ

バ
ン
」
に
よ
る
投
資
環
境
の
整
備
か
ら
説
明

さ
れ
る
。
九
八
年
に
行
わ
れ
た
証
券
会
社
登

録
制
へ
の
移
行
と
九
九
年
に
行
わ
れ
た
株
式

売
買
委
託
手
数
料
完
全
自
由
化
は
、
低
額
の

手
数
料（
７
）で
株
式
売
買
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

す
る
オ
ン
ラ
イ
ン
証
券
会
社
の
増
加
を
も
た

ら
し
た
。
加
え
て
〇
一
年
に
施
行
さ
れ
た
「
商

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
」
に
よ

っ
て
、
株
式
分
割
時
の
一
株
当
た
り
純
資
産

額
五
万
円
以
上
と
い
う
規
制
が
撤
廃
さ
れ
た
。

こ
れ
を
受
け
て
同
年
、
全
国
証
券
取
引
所
と

日
本
証
券
業
協
会
が
作
成
し
た
「
株
式
投
資

単
位
の
引
き
下
げ
促
進
に
向
け
た
ア
ク
シ
ョ

ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
は
、
望
ま
し
い
投
資
単

位
を
五
〇
万
円
以
下
と
定
め
、
投
資
単
位
が 
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五
〇
万
円
を
超
え
る
会
社
に
対
し
て
は
投
資

単
位
引
き
下
げ
の
方
針
を
示
す
よ
う
求
め
た
。

こ
れ
ら
の
制
度
整
備
に
よ
っ
て
個
人
投
資
家

の
数
は
九
五
年
の
約
二
五
〇
〇
万
人
か
ら
〇

四
年
の
約
三
二
〇
〇
万
人
へ
と
約
七
〇
〇
万

人
増
加
し
た（
図
５
）（
８
）。 

   

三

．株
主
重
視
傾
向
の
高
ま
り 

　
こ
の
よ
う
な
投
資
家
の
裾
野
の
急
速
な
拡

大
は
、
開
始
か
ら
今
年
一
〇
年
目
を
迎
え
る

ビ
ッ
グ
バ
ン
の
成
果
で
あ
る
が
、
個
人
投
資

家
が
増
え
た
こ
と
に
よ
っ
て
生
じ
る
問
題
も

あ
る
。
そ
れ
は
新
規
に
参
入
し
た
個
人
投
資

家
の
多
く
が
企
業
業
績
の
分
析
や
株
価
の
評

価
に
つ
い
て
不
慣
れ
で
あ
る
と
い
う
点
で
あ

る
。
多
く
の
個
人
投
資
家
は
金
融
機
関
に
匹

敵
す
る
よ
う
な
企
業
分
析
の
能
力
を
持
た
な

い
。
例
え
ば
有
価
証
券
報
告
書
に
記
載
さ
れ

て
い
る
す
べ
て
の
事
項
を
理
解
し
て
投
資
に

役
立
て
る
能
力
を
持
つ
個
人
投
資
家
は
そ
れ

ほ
ど
多
く
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
う
し
た

株
主
に
対
し
て
企
業
は
的
確
に
情
報
を
伝
達

し
、
投
資
判
断
を
誤
ら
せ
な
い
よ
う
に
気
を

配
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
を
企
業
が
株
主
重

視
の
姿
勢
を
強
め
る
理
由
の
一
つ
と
と
ら
え

る
こ
と
が
で
き
る
。 

　
株
主
の
重
視
度
が
高
ま
っ
た
も
う
一
つ
の

理
由
と
し
て
考
え
ら
れ
る
こ
と
は
、
敵
対
的

買
収
に
対
抗
す
る
た
め
に
企
業
が
既
存
株
主

と
良
好
な
関
係
を
築
こ
う
と
し
て
い
る
こ
と

で
あ
る
。
昨
年
経
済
産
業
省
が
行
っ
た
調
査 

（
９
）に
よ
る
と
、
「
今
後
敵
対
的
買
収
が
増

加
す
る
」
と
回
答
し
た
企
業
は
八
六
％
に
上

っ
て
い
る
。
ま
た
買
収
に
対
す
る
何
ら
か
の

企
業
防
衛
策
が
「
必
要
で
あ
る
」
「
場
合
に

よ
っ
て
は
必
要
で
あ
る
」
と
答
え
た
企
業
（
七

四
％
）
の
う
ち
、「
敵
対
的
企
業
買
収
に
対

抗
」
す
る
こ
と
を
理
由
に
あ
げ
た
企
業
は
七

四
％
に
の
ぼ
っ
た
。
本
年
施
行
予
定
の
新
会

社
法
は
、
種
類
株
式
や
ポ
イ
ズ
ン
・
ピ
ル
を

企
業
防
衛
策
と
し
て
認
め
て
い
る
が
、
こ
れ

ら
の
方
策
は
と
も
す
る
と
既
存
株
主
を
犠
牲

に
し
て
経
営
陣
の
温
存
に
使
わ
れ
る
恐
れ
が

あ
る
。
こ
の
よ
う
な
副
作
用
を
避
け
て
敵
対

的
買
収
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
に
は
、
増
配
を

す
る
な
ど
し
て
既
存
株
主
と
良
好
な
関
係
を

築
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
冒
頭
に
示
し
た

労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
の
調
査
結
果
が

示
す
株
主
重
視
傾
向
の
高
ま
り
は
、
敵
対
的

買
収
者
へ
容
易
に
株
式
を
譲
渡
し
な
い
よ
う

な
働
き
か
け
が
投
資
家
に
対
し
て
必
要
で
あ

る
と
い
う
企
業
の
考
え
を
反
映
す
る
も
の
で

あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。 

　
こ
の
よ
う
に
今
回
調
査
で
示
さ
れ
た
取
引

先
銀
行
の
重
視
度
低
下
、
株
主
の
重
視
度
上

昇
は
、
自
己
資
本
増
強
の
た
め
に
株
式
保
有

比
率
を
低
下
さ
せ
る
必
要
が
あ
っ
た
金
融
機

関
、
「
日
本
版
金
融
ビ
ッ
グ
バ
ン
」
に
よ
っ

て
多
様
化
し
た
株
主
、
新
会
社
法
下
に
お
い

て
株
主
に
対
す
る
情
報
開
示
と
利
益
分
配
を

敵
対
的
買
収
防
衛
策
と
し
て
用
い
た
い
企
業
、

と
い
う
構
図
か
ら
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

〔
注
〕 

　
１
．
証
券
取
引
所
一
部
二
部
上
場
の
企
業
四
五
〇

社
か
ら
回
答
を
得
た
。
グ
ラ
フ
は
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

票
問
２
の
結
果
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
（
問
２
は
企

業
が
こ
れ
ま
で
重
視
し
て
き
た
利
害
関
係
者
と
今
後

重
視
す
る
利
害
関
係
者
を
、
一
位
か
ら
三
位
ま
で
順

位
を
つ
け
て
回
答
す
る
設
問
で
あ
る
。
図
１
は
一
位

か
ら
三
位
に
挙
げ
ら
れ
た
利
害
関
係
者
に
そ
れ
ぞ
れ

一
点
ず
つ
与
え
て
作
成
し
た
グ
ラ
フ
で
あ
る
）。 

 

２
．
「
企
業
財
務
デ
ー
タ
バ
ン
ク
　
概
要
説
明
書
」

政
策
銀
業
種
コ
ー
ド
一
覧
の
化
学
（
中
科
目
コ
ー
ド

001100

）、
鉄
鋼（001900

）、
電
気
機
械
器
具（002700

）、

卸
売
・
小
売
業（040100

・040300

）の
四
中
科
目
。

そ
れ
ぞ
れ
の
中
科
目
に
分
類
さ
れ
る
サ
ン
プ
ル
企
業

数
は
化
学
八
三
、
鉄
鋼
三
六
、
電
気
機
械
器
具
は
六

九
、
卸
売
業
・
小
売
業
は
九
九
で
あ
っ
た
（
八
〇
年

か
ら
〇
二
年
の
サ
ン
プ
ル
期
間
中
に
デ
ー
タ
の
欠
損

が
あ
る
企
業
は
除
い
た
）。
な
お
、
産
業
別
に
の
株

主
構
成
に
関
す
る
分
析
に
は
阿
部
正
浩
「
企
業
ガ
バ

ナ
ン
ス
構
造
と
雇
用
削
減
意
思
決
定
―
―
企
業
財
務

デ
ー
タ
を
利
用
し
た
実
証
分
析
」（
中
村
二
朗
・
中
村

恵
編
著
『
日
本
経
済
の
構
造
調
整
と
労
働
市
場
』
日

本
評
論
社
、
一
九
九
九
年
）を
参
考
と
し
た
。 

 

３
．
国
際
決
済
銀
行
（B

ank for International 
Settlem

ents

）
の
略
語
。
八
八
年
に
提
起
さ
れ
た

B
asel C

apital Accord

は
九
二
年
終
わ
り
ま
で
に
国

際
業
務
を
行
う
銀
行
は
自
己
資
本
比
率
が
八
％
以
上
、

国
内
業
務
を
行
う
銀
行
は
自
己
資
本
比
率
が
四
％
以

上
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
定
め
た
。 
 

４
・
財
団
法
人
日
本
経
済
研
究
所
「
企
業
財
務
デ

ー
タ
バ
ン
ク
」
か
ら
デ
ー
タ
を
得
て
作
成
し
た
。
直

接
金
融
比
率
は
長
期
借
入
金
の
総
額
に
対
す
る
社
債

の
総
額
の
割
合
と
し
て
算
出
し
た
。 

 

５
．
ニ
ッ
セ
イ
基
礎
研
究
所
『
株
式
持
ち
合
い
状

況
調
査
二
〇
〇
三
年
度
版
』 

 

６
．
真
壁
昭
夫
「
資
金
調
達
と
資
本
構
成
」
『
財

務
省
財
務
総
合
政
策
研
究
所
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
レ

ビ
ュ
ー
』
二
〇
〇
二
年
な
ど
を
参
照
。 

 

７
．
固
定
さ
れ
て
い
た
手
数
料
（
売
買
金
額
の
一

％
前
後
）
は
、
自
由
化
後
売
買
金
額
の
〇
・
一
％
程

度
ま
で
低
下
し
て
い
る
。 

 

８
．
全
国
証
券
取
引
所
の
調
査
『
平
成
一
六
年
度

株
式
分
布
状
況
調
査
の
調
査
結
果
に
つ
い
て
』
か
ら

作
成
。 

 

９
．
経
済
産
業
省
『
買
収
防
衛
策
等
に
関
す
る
日

本
企
業
の
考
え
方
』
二
〇
〇
五
年
。
日
本
の
上
場
企

業
三
七
五
七
社
を
対
象
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
行
い
、

八
三
七
社
か
ら
回
答
を
得
て
い
る
。 

 
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
― 

〈
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
〉 

佐
々
木
浩
二
（
さ
さ
き
・
こ
う
じ
） 

 

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
ア
シ
ス
タ
ン
ト
フ
ェ
ロ
ー
、

日
本
大
学
経
済
学
部
非
常
勤
講
師
。
早
稲
田

大
学
大
学
院
社
会
科
学
研
究
科
修
了
、
ラ
ン

カ
ス
タ
ー
大
学
（
イ
ギ
リ
ス
）M

SC
 
in 

Finance

修
了
、
ロ
ン
ド
ン
大
学
バ
ー
ク
ベ

ッ
ク
・
カ
レ
ッ
ジPhD

（
経
済
学
）。
東
京
都

立
大
学C

O
E

研
究
員
を
経
て
現
職
。 
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